
1974 ～ 2007 年度終了

出典：JICA 年報、事業管理支援システム（＊は開発計画調査型技術協力案件）
期間：本格調査開始年度～終了年度まで（2006 年度までは S/W 締結年度～で記載）

案件配置図【開発調査】

1974 ～ 2007 年度終了

出典：JICA 年報、事業管理支援システム（注：2001 年度までは旧プロ技を掲載、02 ～ 03 年度は旧プロ技と旧専門家チーム派遣を掲載、＊は円借款附帯プロジェクト）
期間：R/D 協力開始から終了まで（F/U は含む、A/C は含まない）

案件配置図【技術協力プロジェクト】

◎

Chile

バル・パライソ港，サン・アントニオ港整備計画 /1985-1986

アイセン地域資源開発 /1989-1991

アントファガスタ南部地域資源開発調査 /1985-1987
セロネグロ地域地域開発計画 /1992-1993

ｺｷﾝﾎﾞ

ｱﾝﾄﾌｧｶﾞｽﾀ

ベラグアス・プログレッソ地域資源開発計画 /1993-1995

トロロ・パンパ地下水農業開発計画 /1986-1988

プチュルディサ地区地熱開発計画調査 /1978-1981

森林資源管理計画
/1989-1992

＜サンティアゴ及びその周辺＞
マポーチョ川流域農業開発計画 /1984-1986
コデルコ社工場近代化計画調査 /1985-1986
サンチャゴ首都圏産業廃棄物管理計画 /1994-1995
環境配慮型首都近郊農業開発調査 /1997-1999

コンセプシオン東部地域資源開発調査 /1978-1980
新ビオビオ橋建設計画 /1993-1994

＜全域または複合地域＞
バーケル川・パスクワ川電力開発計画調査 /1975-1976
北部地域水資源開発計画 /1975-1977
中部地域資源開発調査 /1981-1983
国鉄近代化計画 /1981-1983
工業標準化制度整備計画 /1990-1991
グアナカ・チョルキ地域資源開発調査 /1996-1997
全国橋梁補修整備計画 /1995-1998
全国橋梁補修整備計画フェーズ２/1995-1998
地域経済開発・投資促進支援調査 /1999-2001
リーチング工場環境配慮型操業改善計画調査 /1999-2002　[ ｺｷﾝﾎﾞ州ﾊﾟﾇﾙｼ - ｼﾞｮ及びｱﾀｶﾏ州ｴﾙ ･ ｻﾗﾄﾞ ]

パストスラルゴス地域地域開発計画調査 /1996-1998

北部地域資源開発調査 /1975-1977

ﾊﾞﾗ ･ ﾊﾟﾗｲﾝ

ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝ

サンティアゴ

○

第１州地域資源開発調査 /1999-2001

○

○

○

○

○
ﾊﾞﾙﾃﾞｨﾋﾞｱ

ﾊｺｼﾞｬｲｹ

◎

Chile

水産養殖開発計画 /1979.10.2-1989.10.1

＜サンティアゴ及びその周辺＞
銅精錬開発 /1976.11.29-1983.3.31
胃癌対策 /1977.4.1-1982.3.31
鉱山公害防止技術 /1987.6.1-1991.10.31
教育テレビ /1988.7.1-1991.6.30
植物遺伝資源計画 /1989.1.1-1995.12.31                    
消化器癌プロジェクト /1991.1.1-1995.12.31
ディジタル通信訓練センター /1992.7.27-1997.7.26
環境センター（F/U 含む）/1995.6.1-2002.5.31  
身体障害者リハビリテーションプロジェクト /2000.8.1-2005.7.31
安全性試験法の導入による品質向上 /2004.10-2005.9
JCPP 強化 /2003.9.1-2006.8.31
高齢者福祉行政 /2004.10.1-2007.9.30
鉱害防止指導体制強化 /2002.7.1-2007.6.30
環境行政コース /2004.3.1-2008.3.31

半乾燥地治山緑化計画 /1993.3.1-1998.2.28 

○

コンセプシオン大学鉱床学研究センター /1989.10.1-1994.9.30
持続的開発のための地質調査手法コース /2004.3.1-2008.3.31

沿岸漁業訓練普及計画 /1983.4.1-1988.3.1

資源環境研修センター /1994.7.1-1999.6.30

○

サンティアゴ

ｺﾝｾﾌﾟｼｵﾝ

ｺﾛﾈﾙ

ｱｲｾﾝ

○ｺﾋﾟｱﾎﾟ

貝類増養殖開発計画（F/U 含む）/1997.7.1-2004.8.1

○ﾌﾟｴﾙﾄ ･ ﾓﾝﾄ

小規模酪農生産性改善計画 /1999.10.15-2004.10.14

ﾊﾞﾙﾃﾞｨﾋﾞｱ ○

○

○ﾁｼﾞｬﾝ 住民参加型農村環境保全計画 /2005.3.1-2007.2.28

○ｺｷﾝﾎﾞ

第三国研修「適用可能な養殖技術」/2003.12.1-2008.3.31


